
長野県地域スポーツ・文化芸術活動推進連絡協議会について
長野県教育委員会

１ 目的
学校部活動の地域クラブ活動への移行の推進に当たり、関係団体により長野県に

おける部活動の現状や課題を共有し、まずは休日の移行に向けた進め方や地域の
スポーツ・文化芸術活動の在り方について協議する。
２ 構成等
(1)次の団体を代表する者をもって構成する。
(2)協議会の座長は、県教育委員会事務局教育次長（教育）が務める。

３ 協議事項等(詳細は、資料２参照)
(1)学校部活動の現状と課題について
(2)地域クラブ活動への移行に向けた基本的な考え方・目指す姿等について
(3)地域クラブ活動への移行に向けた課題と対応等について
(4)地域クラブ活動の体制構築の進め方等について
※令和５年度から令和７年度までの改革推進期間中は、各年度２回程度開催し、地域
クラブ活動への移行の進捗状況や新たな課題等について協議する

４ 協議会の運営等
(1)本協議会に、必要に応じて構成する者以外の者に出席を求め、意見を聴くことがで
きる。
(2)協議会の協議事項の進行は、座長が務める。
５ その他

本協議会は、公益財団法人長野県スポーツ協会が主催する地域スポーツ推進団体
連絡会議を兼ねる。

スポーツ・文
化芸術活動関
係団体

長野県総合型地域スポーツクラブ連絡協議会
長野県スポーツ少年団 長野県スポーツ推進委員協議会
長野県スポーツ協会 長野県文化振興事業団
長野県芸術文化協会

教育関係団体 長野県小学校長会 長野県中学校長会、
長野県市町村教育委員会連絡協議会 長野県ＰＴＡ連合会
長野県中学校体育連盟 長野県中学校吹奏楽連盟
長野県音楽教育学会 学識経験者

市町村関係 長野県市長会 長野県町村会
実践研究校所在市町村教育委員会

県関係課 教育委員会事務局 企画振興部地域振興課
県民文化部文化政策課
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資料２◆ 協議事項について

※１ 協議の結果を反映した地域クラブ活動への移行に向けた基本的な考え方
・目指す姿、体制構築の進め方などは、「長野県中学生期のスポーツ活動
指針」、「長野県中学校の文化活動方針」を改定する形でまとめる

※２ 第４回以降は、年度中１～２回程度開催し、地域クラブ活動への移行の
進捗状況や新たな課題等について協議する

回数 協議事項 内容等
第1回

(R5.2.16)
(1) 協議会の趣旨・協議事項・スケ
ジュール（進め方）等について

〇協議会の趣旨・進め方等を説明

(2) 学校部活動の現状と課題について 〇現状や課題をデータ等で提示し、部活動改革や
地域クラブ活動への移行の必要性を共有
（部活動の意義を踏まえた上での改革）

(3) 地域クラブ活動への移行に向けた
方向性等について

〇県の目指す姿・進め方等の案を提示・説明、
地域クラブ活動における環境整備の方向性
を共有
・平日の部活動のあり方
・休日の地域クラブ活動のあり方 等

(4) 地域クラブ活動への移行に向けた
課題等について

〇目指す姿に向かっていくために、現時点でどの
ような課題・論点があるか提示

〇その他に、課題・論点となる事項についてご意
見をいただく

第２回
(R５.５～６)

(1) 地域クラブ活動への移行に向けた
課題と対応等について

〇実践研究事業の報告（成果と課題の提供）
〇課題ごとに論点、対応案について協議
県、市町村・地域、関係団体等でそれぞれどの
ようなことができるか（役割分担の整理）等

第３回
(R５.７～８)

(1) 地域クラブ活動の体制構築の進め
方等について

〇地域移行のパターンの提示（都市部、中山間地
域等）

(1) 地域クラブ活動への移行に向けた
基本的な考え方・目指す姿のまとめ

〇議論を踏まえた、最終的な基本的な考え方（目
指す姿）について協議・共有。



国

地域移行に係る情報提供
ガイドラインの改訂
兼職兼業の手引き

〇改革推進期間
・実証事業・国庫補助事業による支援
・先進事例等情報提供・自治体への指導・助言等

県

（協議会開催）第1回 第２回 第３回 県活動指針 第４回 第５回 第６回 第７回 第８回

（移行に向けた課題整理・方針等の検討） 改定

地域クラブ活
動への移行状
況の評価・分
析

支援の継続の
検討

〇実践研究校の課題検証・成果普及
〇指導者研修会等の実施
〇先進事例等の情報提供

〇諸課題への対応や必要な経費等の検討
〇市町村等への支援

市

町

村

〇準備会や協議会等の開催 〇運営団体の設立・運営
・関係団体との合意形成
・運営団体の設置への準備

〇諸課題への対応や必要経費等の検討
（〇市町村推進計画の策定）

R4 R5 R6 R7 R8以降

地域連携や地域クラブ活動への移行を推進

地域クラブ活動における環境整備の推進スケジュール 資料３



少子化・人口減少の加速化
資料４

企画振興部総合政策課
令和４年 (2022年) 10月１日現在 長野県の年齢（各歳）別・男女別人口をもとに算出

厚生労働省作成「人口動態統計（2017年5月）をもとに算出
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約４割2,6000人強が減少
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本県中学校の運動部活動の状況

中学合同チームによる大会参加数の推移

スポーツ課部活動調査より

資料５

運動部の統廃合があった学校数の推移

＜考察＞
毎年20前後の運動部が統廃合されており、活動の選択肢が減少していることと思われる。
また、合同チームによる参加が毎年増えていることから、少子化の進行が、部員数の減少となり活動の形態にも影響を与えて
いることがうかがえる。



2017年 2018年 2019年 2021年 2022年

A編成（大編成）（団体数） 103 101 97 81 80

B編成（20名以下）（団体数） 62 65 69 82 79

B編成における合同バンド 2 1 3
＊2020年は中止

長野県吹奏楽コンクール中学校の部
地区大会における編成別出場団体の推移

長野県吹奏楽連盟ホームページ掲載の大会出場校数をもとに算出

資料６

＜考察＞
A編成が減少し、B編成の
団体数が増加している。
B編成は東海大会が最上位
の大会であるため、全国
大会まで出場できる可能
性のある団体が減少して
いる。



中学校の部活動等への加入状況
資料７

＜考察＞
運動部活動への加入率は、全国、本県ともに減少傾向にある。
全国的にみると本県の中学生は、運動部への加入率は低く、文化部への加入率が高い。運動部については、少子化等による部活動の統廃
により、やりたい部活動の選択肢を少なくしていることが考えられる。
地域スポーツクラブへの加入率が他県と比較し男女ともに高いことから、一定程度、地域におけるスポーツ活動の体制がつくられている
ことが想定される。

全国：スポーツ庁より
本県：スポーツ課部活動調査より

中学生男子（中２） （単位％）

運動部 文化部 地域スポーツ
クラブ

入ってない

本県
（全国順位）

６６．０
（46）

１２．７
（４）

２５．１
（４）

９．８
（14）

全国平均 ７２．８ １１．０ １８．６ ８．９

中学生女子（中２） （単位％）

運動部 文化部 地域スポーツ
クラブ

入ってない

本県
（全国順位）

４８．０
（45）

３４．５
（４）

１７．５
（１）

１２．５
（11）

全国平均 ５６．４ ３０．７ １０．９ １０．７

令和4年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査より

本県中学生の部活動等の加入率
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全国体力・運動能力、運動習慣等調査より

＜考察＞
部活動やスポーツクラブに所属していない生徒は、全国、本県ともにH29、30年度は下降しているが、全体的には増加傾向にある。部活
動やスポーツクラブには、生徒が希望する活動内容や活動形態が無いことも考えられる。

資料８



順位 理 由 率

１ 他にやりたいことがある 11.2％

２ 自由な時間が欲しい 10.0％

３ 中学までにやり尽くした 9.8％

４ 休日が少ない 8.6％

５ 勉強に力を入れたい 8.3％

本県の高校生入学後の運動部活動の継続状況に関する意識調査

平成29年度長野県高等学校体育連盟調査より

＜考察＞
高校で中学時と違う競技又は継続しなかった生徒の計は、56.6%と同競技を選択した生徒よりも多い。
高校で運動部活動を継続しない理由に、「自由な時間がほしい」「休日が少ない」など生活時間的側面や「他にやりたいことが
ある」という興味・関心の側面を示す理由、「中学までにやり尽くした」という理由が上位にあげられている。時間的制約や興
味・関心に応えられる活動が求められることがうかがえる。

資料９

１ 調査対象 中学時に運動部活動に加入していた生徒(1,127人 男子616人 女子511人)
２ 調査時期 ６月から８月

性別 同競技 異競技 非継続 クラブ 合計

男子 46.4 28.6 23.8 1.2 604

女子 37.9 27.8 33.7 0.6 496

計 42.5 28.3 28.3 0.9 1100

〇 継続の状況 〇高校で運動部に加入しなかった理由



4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

中学校 7:16 6:42 8:54 9:35 2:18 4:08 8:02 6:10 4:49 2:51 2:13 2:31

小学校 2:25 2:41 1:54 3:09 0:57 1:45 2:11 1:47 1:38 1:37 1:34 2:24

中ー小 4:51 4:01 7:00 6:26 1:21 2:23 5:51 4:23 3:11 1:14 0:39 0:07 3:27

小中学校の休日勤務平均時間

公立小中学校における教職員の勤務時間
資料10

義務教育課課教職員の勤務時間等の調査より

＜考察＞
公立小中学校における休日の勤
務時間は、年間平均で中学校が
およそ3時間30分ほど多い。
これは、休日の部活動指導や
大会引率等によるものが大きい
と推測される。
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スポーツ課部活動調査より

中学校の運動部顧問における競技経験、外部人材の活用状況

外部指導者活用人数と部活動指導員の任用数

＜考察＞
運動部では、担当している競技の経験がない顧問が6割以上いる状態が続いており、専門的な指導が十分でない可能性がある。
教員の働き方改革の推進・専門的な指導の確保の面から、単独で指導や大会引率が可能な部活動指導員のニーズは年々高まっている。

資料11



《背景》今、学校部活動を地域クラブ活動に移行する必要性

◇深刻な少子化が進行する中、学校部活動をこれまでと同じ体制で維持・運営することが困難。
☞ 中学生期の子供たちのスポーツ・文化芸術環境を学校の部活動では支えきれない。

◇学校の働き方改革は、喫緊の課題

・6割の教員が専門外の
運動部活動を指導。

・休日の活動や大会引率
・運営等が長時間勤務
の一因

生徒数の減少により、
部活動の統廃合、合
同チームが増加

部活動指導の負担の
大きさが、教員志願
者数の減少の一因に
なっている

部活動の種目の減少
等で子供たちニーズ
に応えられない

もっと気軽な活動や様々
な活動をしてみたい

（現状は、単一種目、
年間継続）

週の運動時間が少な
い生徒が一定数存在

男子：約 ８％
女子:約18％

資料12



【地域クラブ活動のイメージ（たたき台】

○種目の選択肢が少ない
○競技志向が強い
（勝利至上主義）
○専門性の高い指導が
受けられない

【部活動の主な課題】

○勤務時間外の指導
（休日・大会引率等）
○経験のない競技を
指導（約６割）

地域クラブ活動の環境整備に向けた取組について
スポーツ課・学びの改革支援課

♦部活動改革を通して、子どもたちが将来にわたってより良いスポーツ・文化芸術に親しめる環境を構築
♦教員の負担軽減により教員の働き方改革を推進し、学校教育の質を向上

生
徒
・
保
護
者

学
校
教
員

活
動

形
態

○学校単位のチーム参加
が困難
〇部活数の減少 等

【生徒】
希望する生徒は地域クラブで、ニーズに応じ
た多様な活動ができる
・競技志向（専門的な活動）
・気軽に楽しむための活動
・体験を目的とした活動 等
【教員】
休日に学校部活動の指導は行わない。
指導を希望する者は、兼職兼業により活動

生徒のニーズに応じた活動体
制の整備
○複数種目や分野など多様な
活動
○専門性の高い指導を受ける
ことができる
○他学区、多世代との活動が
できる

働き方改革の推進
〇教師でなければできない業務
に集中
○活動の指導を希望する者は
兼職兼業により地域クラブで
指導

R５年度から、中体連の大会
は、学校部活動と地域のクラブ
活動のどちらかを選択して参加

まずは、休日の部活動について、令和
５年度からの改革推進期間（３年間）
で移行を推進
（令和７年度に評価・分析）

資料13

【生徒】
平日・休日ともに地域クラブで活動
【教員】
学校部活動は、平日のみで対応できる範囲
の活動



◇ まずは、休日に行われる地域クラブ活動の環境整備を推進

（地域の実情に応じて、平日と休日を一体として取り組むケースも）

☞ 令和５年度から令和７年度までの３年間を「改革推進期間」とし取組を支援

☞ 令和７年度末に、休日の部活動の地域クラブ活動への移行等の状況を評価・検証し改革を推進

◇ 地域の実情に応じ、地域の合意形成、条件整備が整ったところから、随時、

地域クラブ活動へ移行

☞ 直ちに地域クラブ活動へ移行することが困難な場合は、学校部活動の地域連携として部活動指導員

の活用、合同部活動（拠点校）を導入し、活動の機会を確保

☞ 地域クラブ活動においても、「長野県中学生期のスポーツ活動指針」「長野県中学校文化部活動方針」に

沿った活動が、行われることが必要

地域クラブ活動における環境整備の進め方等 資料14



地域クラブ活動に向けた課題１ スポーツ課・学びの改革支援課

課 題 考えられる対応 備 考

①活動の
受け皿に
係ること

○受け皿となる団体について
・地域間のばらつき、地域にない

○既存団体が受け皿となり得るための体制
や運営力がない（財源・人材の確保等）

○多様な団体が連携・協力できる体制づく
りが必要

○現在の部活動をそのまま受け入れられない
〇部活動の意義の継承
〇事故等への対応力やガバナンスの確保

〇受け皿となり得る団体がない場合は新規設立
○運営団体ごとの設立パターン事例の紹介など

〇寄附金を活用した基金の創設や企業版ふるさと
納税の活用

○補助事業等を活用した体制整備・運営支援
○規約の策定などの団体設立への支援
〇学校、受入団体等との連携

・総合型スポーツクラブ
（68クラブ）

・スポーツ少年団
(514単位団）

・県スポーツ協会加盟競技団体
（56団体）

②指導者
に係るこ
と

〇指導者の確保
・指導者の地域間のばらつき
・指導者の新規開拓

○指導者の育成・質の担保
○兼職兼業を希望する教職員の活用

〇指導者の確保に向けた対応策
・地域内の潜在指導者の掘り起こし
・スポーツ団体等への依頼
・企業や大学と連携した人材の開拓
・県レベルでの指導者データバンクの創設
・指導者と指導が必要な団体とのマッチング支援
・オンライン指導の検討

○指導者の育成・質の担保への対応
・指導者研修会の開催
・動画コンテンツの作成

・運動部1,597部 文化部287部
（吹奏楽、合唱）

・JSPO公認スポーツ指導者
(約3,000人)

・部活動指導員 （約200人）
・教員の兼職兼業希望者

（約550人）

計約3,750人

③保護者・
生徒に係る
こと

〇子どもたちのニーズの把握
○新たな費用負担の発生
○地域クラブへの移行の趣旨や必要性の理解
○受益者負担についての理解
○経済的困窮家庭への対応
○移動に係る送迎等の負担の発生

〇子どもを対象とした意向調査
○地域クラブ活動のメリットや新たな価値の提示
○国等の補助事業活用
○困窮家庭への支援の検討
○活動目的や参加する大会、練習計画等の明確化
○実施主体ごとの活動目的や特徴の例示など

・A市スポーツ少年団
2,700円/月、21,000円/年

・B市スポーツ少年団
2,800円/月、20,000円/年

・総合型地域スポーツクラブ
2,000円月/6,000円～

10,000円/年程度

資料15



課 題 考えられる対応 備 考

④学校に係る
こと

○学校の地域クラブ活動への関わり
○学校部活動と休日の地域クラブ活動との
連携

○学校施設の貸出し・管理の方法
○主に学校部活動が担ってきた教育の補填
（生徒指導・集団や組織としての考え方）

〇兼職兼業制度の周知と制度を活用しやすい環境
整備

○大会の在り方や参加大会の見直し
○働き方改革を推進し、教師でなければできない
業務時間の確保など

⑤その他全般
に係ること

○市町村単独、地域連携など地域クラブ活
動の範囲に応じた連携・協働体制の構築

○運営団体内における関係団体間の連絡調
整等の体制の構築

○持続可能な運営を行うための財源の確保
○地域クラブ活動を実施する活動施設、用
具等の確保、管理

○活動の趣旨に沿った大会の在り方の検討
○トラブルや事故への対応
○中学生期に相応しい適正な活動の実施

○行政、関係団体、学校等の連携体制の構築
〇県・市町村コーディネーター等の配置
○国・県の補助事業による各種支援
〇寄附金を活用した基金の創設、企業版ふるさと
納税の活用

○地元企業の地域クラブへ活動への支援の協力依頼
（財源、人材確保等）

○主催者ごとに大会の在り方の検討（すみ分け等）
○クラブ活動利用を見据えた学校施設の改修（鍵等
の設置・国補助制度あり）

○利用者からの相談に対応する相談窓口等の設置
〇県のスポーツ活動指針、文化部活動方針の順守

地域クラブ活動に向けた課題２ スポーツ課・学びの改革支援課
資料16



資料17



参考資料１



令和５年度 国の事業について 参考資料２


